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復興庁「被災地企業の資金調達等支援事業」 支援案件公募要領(第一次募集) 

被災地では、産業復興の実現に向けた取組が求められています。本事業はこの点を踏ま

え、自立的な資金調達手法であるクラウドファンディング（以下「ＣＦ」という。）を活

用し、新商品開発・町のにぎわい回復等に取り組もうとする被災地事業者等の多様な事業

主体を支援することで、被災地の復興・創生が進むことを期待するものです。

クラウドファンディング案件の実施意向を有する事業者（法人、個人事業主、ＮＰＯ等

（イベントの実行委員会等の定款と名簿を備えた任意団体を含む。以下同じ）の方々から

の積極的な応募をお待ちしております。

１．支援対象事業

（１）本事業の支援対象となる案件は、以下のいずれかとします。（例示はあくまで明確

化のための記載であり、特定の業種や事業を対象とするものではありません。）

○被災地域内の事業者又は、被災地域内で営業を行っていた事業者が実施する案件

（例：酒蔵の再建、新商品の製造販売等）

○被災地域産の原料を活用する等、被災地の経済活動の促進に資する案件

（例：被災地で開催される復興関連イベント等）

○被災地域の知名度を向上させる等、風評・風化の防止に資する案件

（例：町民劇で街を元気にする取組等）

○被災地域の、にぎわい回復、なりわいの再生に資する案件

（例：空き店舗を活用したコミュニティスペースの構築等）

（２）支援事業は、外部有識者により構成される審査委員会において、資金調達の実現性、

プロジェクトの実行可能性を総合的に審査し決定いたします。（この際、本事業全体を通

じた令元年度の成果目標として、「ＣＦが実施された件数」を 48件、「事業者が資金調達

できた額の総額」を 1.0 億円としている点も考慮します。）なお、他の公的支援事業の対

象となっていない事業者や、これまでにＣＦにより資金調達を成功させた経験がない事業

者は、支援対象として優先される場合があります。
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６．その他留意事項 
（１）提出していただいた応募書類等は、返却しませんので、ご留意ください。 
（２）支援を実施した案件について、支援対象事業の概要、支援の内容および成果につい

ては事業者による事業の遂行を妨げない範囲において公表されること、他被災地における

復興事業の実施普及のために検討事例として活用されることを前提に応募して下さい。 
（３）ご不明な点がある場合は、上記事務局にお問い合わせください。 
 

以上 
 
 

※本要領は、事業進捗に応じて改訂する場合があります。 
（第１版：令和２年５月 15 日策定） 

 


